


本計画は、公共施設等を取り巻く現状や将来にわたる課題等を客観的に把握・整理するとと
もに、長期的な視点をもって公共施設等の最適な配置と有効活用及び財政負担の軽減と平準化
を図り、持続可能な行政運営を行うために策定するものです。

計画期間

2017年度（平成29年度）から2036年度（平成48年度）までの20年間とします。

公共施設等の現況

公共施設の更新費用推計

今後40年間、現在の施設を全て保有し続ける場合、40年間で総額1,355.2億円、年平均約33.9億
円が必要となり、将来的な平均投資可能額を約18.8億円と仮定した場合、約15.1億円不足します。

本市が保有する2015年度（平成27年
度）末現在の公共施設の総延床面積は、
約29.7万㎡です。市民一人当たり床面積
は約3.23㎡で、全国平均の3.22㎡（平
成24年3月総務省調べ）とほぼ同じ値と
なっています。
建物の内訳では、学校が45％を占め、

これに医療施設の９％、処理施設（ごみ
処理施設等）の9％などが続いています。

基本方針

本市の公共施設等を取り巻く現況や課題に関する認識を踏まえ、本計画の基本方針を次のとおり定め
ます。

①公共施設保有量の
適正化

施設情報の把握

行政サービスの
必要性と効率化

の検討

再編の検討

②機能重視への転換

集約化・複合化

拠点化等の

施設再編

余剰部分の

機能変更

③維持する公共施設
等の長寿命化等

点検・診断等の
実施

維持管理・修繕
の実施

安全確保及び

耐震化の実施

④管理運営の効率化

PPP手法の導入

広域連携

受益者負担の

適正化

⑤持続可能な公共

施設マネジメント

の推進

施設カルテの

継続的な更新

市民との

情報共有

対象施設

目 的

●公共施設

公共施設の総延床面積を今後20年間で15％縮減します。ただし、20年間の数値目標は、現時
点における目標であるため、社会情勢や財政状況の変化により、10年目に見直しをするものとします。

●インフラ資産
インフラ資産の目標については、市民のライフラインであり、急激に縮減することはできません。そ

のため、長寿命化の検討を進め、維持更新に係る経費の縮減に努めていきます。

公共施設 122施設355棟・総延床面積297,488㎡

道路 総延長369,008m・道路部及び有効幅員総面積2,193,246㎡

橋りょう 総整備面積26,442㎡

上水道 上水道施設4施設11棟・総延床面積4,291㎡
送水管総延長20,693m・配水管総延長416,281ｍ

下水道 下水道施設12施設24棟・総延床面積19,896㎡
総延長389,181m

公共施設等の内訳：2015年度（平成27年度）末現在

市有財産

公共施設等

土地

公共施設

インフラ資産

その他
（動産・金融資産等）

市民文化系施設、社会教育系施設、

学校教育系施設、行政系施設等

道路、橋りょう、上水道、下水道等

対象範囲

○直近3年平均公共施設投資的経費
既存更新分及び新規整備分 18.8億円

○年更新費用の試算
既存更新分及び新規整備分 33.9億円

（直近３年平均の1.8倍）

40年間の更新費用
総額

1,355.2億円
総延床面積

29.7万㎡

目 標


